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1.目的 

近年，局地的な豪雨の増加に伴い流木災害を引き

起こす事例が報告されている．平成 29 年 7 月九州北

部豪雨では，赤谷川において単位渓流流域面積あた

り約 20,000 m3/km2の流木発生 1)が，令和 2 年 7 月豪

雨では，筑後川上流域の松原ダムと下筌ダムで合わ

せて約 6,000 m3 の流木捕捉 2)が確認された．これら

の流木が海域へ流出すると，漁船の航行障害など，漁

業へ深刻な影響を及ぼす．また，干潟など水深の浅い

場所へ回収船が近寄ることができず回収が困難にな

るなどの問題を引き起こす．そのため，海域へ流出し

た流木の効率的な回収を実現するために，河川流域

毎の流木発生量を基に流出量を評価することが求め

られる． 

正垣ら 3)は，斜面崩壊に寄与する様々な要因を現状

で可能な範囲で導入し，ロジスティック回帰分析を

適用して斜面崩壊発生確率を地点毎に算定すること

で，斜面崩壊を評価するとともに流木発生量を算出

することを試みた．その結果，平成 29 年九州北部豪

雨における筑後川中流右岸の15河川を対象に流木発

生量を予測するモデルを作成した．また津末ら（投稿

準備中）は，平成 30 年西日本豪雨における広島県呉

市，東広島市，愛媛県宇和島市の 17 河川を対象に流

木発生量を予測するモデルを作成した．さらに矢野

ら 4)は，令和元年台風 19 号における宮城県丸森町の

4 河川を対象に流木発生量を予測するモデルを作成

した．これら 3 種類のロジスティックモデルは，そ

れぞれ対象河川の流木発生量を，概ね±20％の精度で

予測している．また小林ら 5)はこれらのロジスティ

ックモデルを用いて，筑後川と球磨川を対象に流域

一貫した流木発生量推定モデルを構築した．本研究

では，これら既存のロジスティックモデルを利用し  

 

 

 

 

 

 
 

 

図-1 調査対象流域 

 

て,有明海に流入する筑後川を除く全ての一級河川を

対象に流木発量を評価することを試みる．  

２．内容 

2.1 研究方法 

調査対象は図-1 に示した有明海に流入する全ての

一級河川である．まず，各流域を 30 m メッシュに区

分し，各要因データの収集と GIS 上での整理を行っ

た．要因データは，斜面崩壊に寄与する素因として傾

斜角・地質・平面曲率・累積流量・土壌被覆を，誘因

として最大累積雨量（1・3・6・12・24 時間）を考慮

し，国土地理院や国土交通省，JAXA 等が公開してい

るデータを用いた．また，2012～2020 年の期間で 5

つの降雨イベントを抽出し，X-RAIN から得られる各

時間の最大累積雨量データを作成した． 

次に，各流域に前述の 3 種類のロジスティックモ

デルを適用した．メッシュ毎の斜面崩壊発生確率

P(z)は次式より算出される． 

𝑃(𝑧) =
1

1 + exp(−𝑧)
(1) 

ここで，𝑧 = 𝛽0 + 𝛽1𝑋1 + 𝛽2𝑋2 + ⋯ + 𝛽𝑛𝑋𝑛，𝛽𝑛は回帰

係数（最尤法により決定）， 𝑋𝑖は説明変数である．そ 

の後，メッシュ毎に得られたP(z)を渓流単位で集計し 
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平均することで，渓流毎の平均斜面崩壊発生確率 

𝑃(𝑧)̅̅ ̅̅ ̅̅ が算出される．そして各モデルで構築済みの渓 

流の実測崩壊地面積率と𝑃(𝑧)̅̅ ̅̅ ̅̅ の単回帰式を用いて，

崩壊面積率が予測される．最後に，流木発生量 V は

崩壊面積 A から次式より算出される． 

                V=𝛽𝑑𝑤A                 (2) 

ここで， 𝛽𝑑𝑤は樹種毎の流出係数であり，針葉樹の場

合は樹齢 45 年を仮定して 54,900 m3/km2，広葉樹の

場合は 1,000 m3/km2，草地・裸地の場合は 0 m3/km2と

した 6)． 

2.2 結果と考察 

ここでは紙幅の制限より，矢部川の評価について

のみ以下示す．令和 2 年 7 月豪雨に対し H30 西日本

豪雨モデルを適用したところ 441,118 m3 の予測流木

量が算出された（表-1）．図-2に令和 2 年 7 月豪雨に

対して H30 西日本豪雨モデルを適用して得られた崩

壊地予測結果を示す．令和 2 年 7 月豪雨時降雨の激

しかった地域と崩壊が予測された場所の分布は一致

していた. また，図-3 は 3 つのモデルを作成した際

の対象流域における対象豪雨の各時間最大累積雨量

と令和 2 年 7 月豪雨時の矢部川流域の代表地点（鹿

北，黒木）の雨量を比較している．H30 西日本豪雨モ

デルで考慮している 6，12，24 時間最大累積雨量に

ついて，同モデルが対象とした平成 30 年 7 月豪雨と

令和 2 年 7 月豪雨が最も傾向が類似していることが

分かる． 

これらから,降雨の傾向が近いロジスティックモ

デルが敏感に応答して流木量の発生を推定している

と考えられる．また，他の河川（図等は省略）につい

ても同様な傾向性が認められた． 

３．結論 

 複数の一級河川が流入する有明海流域について，

豪雨で発生する流木量を推定するためのモデルを開

発した．各河川については，対象豪雨イベントの実績

流木データなどが存在しておらず，予測結果の精度

検証はできないものの，イベントに対応した発生流

木量の違いはある程度表現できた．しかし，現存する

ロジスティックモデルは3種類だけであることから，

様々な降雨パターンに対応した予測を可能にするた

めに，同種の災害事例データを収集しモデルを増や

す必要がある. 

表-1 矢部川の予測流木量(m3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 H30 西日本豪雨モデルの適用結果 

(対象豪雨;令和 2 年 7 月豪雨. 河川:矢部川) 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 各時間最大累積雨量の比較 

(対象豪雨;令和 2 年 7 月豪雨. 河川:矢部川) 
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